
    

令 和 ７ 年 ４ 月 ４ 日 

不動産・建設経済局国際市場課 

 

「外国人技術者の採用・定着に向けたハンドブック」公表！ 

～セミナー動画も併せて公開します～ 

【ハンドブックの概要】 

第一章 外国人建設技術者の受入れに向けて 

    自社が外国人建設技術者の受入れに向けた取組を実施できているかのチェックリストを掲載 

第二章 外国人建設技術者の採用・定着に向けたステップ 

    採用計画の策定や募集・選考、雇用手続き、活躍・定着に向けた取組について解説 

第三章 外国人建設技術者の受入れ・活躍事例 

    先行する中堅・中小建設企業における効果的な取組の実例を掲載 

第四章 参考情報 

     外国人の入国から就労開始後の必要情報へアクセスできるQRコードやURLを掲載  

 

国土交通省ホームページよりPDFファイルでダウンロードが可能です。 
 https://www.mlit.go.jp/tochi_fudousan_kensetsugyo/tochi_fudousan_kensetsugyo_tk3_000001_00014.html 

 

【セミナーの概要】 

講演題目・基調講演－高度外国人材の受入れにおける現状課題と企業における対応          

東京経済大学 コミュニケーション学部 准教授/グローバルDEI研究所 所長 小山 健太 氏 

・「外国人建設技術者の採用・定着に向けたハンドブック」の紹介 

・国土交通省による関連支援施策の紹介 

 

YouTube国土交通省MLITchannelから視聴が可能です。 

https://youtu.be/YQYbfmKPibY 

  

＜問い合わせ先＞ 

不動産・建設経済局 国際市場課 村田、佐藤 

電話 03-5253-8111（内線24617、24618）、03-5253-8121（直通）  

 

国土交通省は、中堅・中小建設企業の経営者・実務担当者のための外国人建設技術者の採用・定着に

向けたハンドブックを制作しました。 

本ハンドブックでは、外国人建設技術者を受け入れる際に企業が行うべき採用準備、受入環境整備、

定着に向けた取組等について解説し、現在外国人建設技術者を受け入れている企業の様々な実例もご紹

介しています。巻末には参考資料として、在留資格申請の手続きや、外国人が入国してからの生活支援

などの情報、主要送出し国の基礎情報なども掲載しています。 

また、令和７年３月24日に開催したハンドブックの紹介セミナーの動画も公開します。これから外国

人技術者の採用の検討を開始する企業から既に採用済みの企業まで幅広く参考となる内容です。 

皆様是非ご活用下さい。 

ダウンロードＱＲ 

 

 
視聴ＱＲ 
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はじめに

本ハンドブックの背景・目的
建設業においては、高齢化、若年層の不足、新規入職者の減少、離職者の増加の進

行に伴い、将来的にも監理技術者等の建設現場で従事する技術者が不足する見通しとさ
れています。対策として、国内の担い手の確保、生産性向上とあわせて、高度外国人材の
受入れが考えられており、実際に、高度外国人材に該当する「技術・人文知識・国際業
務」の在留資格を有する建設業における外国人材の数は、2015年の1,958人から、2024年
の16,161人まで増加しています。

本ハンドブックは、中小建設企業の経営者や人事総務担当者の方向けに、外国人技術
者の担い手となる国内の留学生・高度外国人材、海外在住の高度外国人材の円滑な受
入れを支援することを目的に置き、作成されました。

本ハンドブックでは、建設業において外国人技術者を受け入れる際のポイントについて、実
際の企業等に対する調査結果を踏まえて、採用や定着の観点から解説しています。P.5の
チェックリストを確認いただき、自社で課題となっている項目について、該当ページをご参照く
ださい。本ハンドブックが、外国人技術者の受入れを目指す企業の一助になれば幸いです。

本ハンドブックにおける外国人建設技術者の定義

本ハンドブックでは、「外国人建設技術者」を、 「技術・人文知識・国際業務」の在留資
格を有する(有することができる)外国人材であり、施工管理技術者、設計技術者や測
量技師として従事する者としています。

在留
資格 「技術・人文知識・国際業務」の在留資格を有する(ことができる)人材

学歴
• 国内及び海外の大学で建築学・土木工学等の学科を専攻し、学
士又は修士の学位を付与され卒業した者

• 国内の専門学校で建築学・土木工学等の学科を専攻し、専門士
の学位を付与され卒業した者

役割
• 施工管理技術者
• 設計技術者（3DCAD/BIM等デジタル人材含む）
• 測量技師

• なお、在留資格で許可される活動内容以外は「不法就労」となる恐れがあります。
技能者と同様の作業を行うことはNGとなりますので、ご留意ください。
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本ハンドブックにおける外国人建設技術者の例

本ハンドブックでは、「外国人建設技術者」のうち、建設業法上の配置技術者を目指し、工
事現場の施工上の管理を行う者（施工管理技術者）を中心に取り扱っています。以下に
職務内容を例示します。

職
名 施工管理担当者、施工管理技術者、現場社員（主任・所長）、現場監督等

職
務
内
容

【施工管理】
資材等の調達管理、施工計画の立案、工程管理業務、原価管理業務、品質
管理業務、安全管理業務 等
【関係者間の調整】
近隣への説明会への参加・主催 等
※ 技能実習生・特定技能外国人等の外国人技能者と、現場の日本人関係

者との橋渡し的な役割も期待される

施工管理技術者

職
名

設計担当者、設計技術者、生産設計技術者、現場社員（主任・所長）、建築
士等

職
務
内
容

【設計業務】
構造物調査、設計計画の立案、意匠設計、構造設計、設備設計、生産設計等
【使用する機材、情報技術】
CAD、BIM等

設計技術者

設計技術者、測量技師についても、本ハンドブックにおける「外国人建設技術者」にあた
ります。以下に職務内容を例示します。

職
名 測量技師、測量士等

職
務

内
容

【測量・調査業務】
土地・建物等の測量調査、予算管理、機器調達、測量計画、製図、測量データ
分析 等

測量技師
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１-１  外国人建設技術者を採用する意義・メリット

第１章 外国人建設技術者の受入れに向けて

少子高齢化で日本人の労働力人口が減少する中、優秀な人材を確保するには、外国
人材に目を向ける必要があります。また、担い手の不足を解消することに加えて、外国人材を
活かせる受入れ環境整備や組織の意識改革を進めることで、経営革新やビジネスの競争力
強化に繋げることができます。

国内外の大学・専門学校等で建築学・土木工学等を学んだ高度外国人材を確保し、ビジネ
スの継続・発展等につなげることができます。

優秀な専門人材の確保

日本人社員に新たな「気づき」を与え、社員の意識改革や職場環境の改善、生産性向上につ
なげることも可能となります。

組織の多様化、社員の意識変革

事業の海外展開・新規顧客の獲得
外国語に堪能で現地の市場をよく知る高度外国人材は、事業の海外展開や新規顧客・販路
開拓等に活躍することが期待できます。
また、日本人と異なる新鮮な発想や視点を持つ高度外国人材が事業企画等にかかわることで、
各国の市場ニーズに合わせた事業展開・サービス等を提供できる効果も考えられます。

技能者をマネジメントする役割
同じ外国籍としての立場・視点を活かし、専門性を有する外国人技能者のマネジメントや、現
場の日本人関係者との橋渡し的な役割を担うことも可能となります。
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